※本テンプレートは退職金支給通知書(退職者への退職金支給内容の通知書面)を主構成としています。法的義務はありませんが、計算根拠の透明化・税務処理の明示・後の紛争予防のため、実務上必須の書面です。汎用版+9用途別バリアント(基本給連動型/ポイント制/別表方式/中退共併用/中退共のみ/死亡退職/定年退職/自己都合/会社都合)を備えています。退職金は退職所得(所得税法第30条)として税務優遇を受け、退職所得控除(勤続20年以下:40万円×年・20年超:800万円+70万円×超過年数)が適用されます。退職所得の受給に関する申告書(所得税法第203条の3)の提出有無で源泉徴収方法が変わるため、本テンプレートで本人に提出を促す設計です。中小企業退職金共済(中退共)併用時は、中退共からの支給と会社からの直接支給を明確に区別します。退職金支給通知書は印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。

退職金支給通知書
Part 1:汎用版(基本書式・基本給連動型)

(発行日) [YYYY年MM月DD日]
(宛先)
[退職者氏名] 様 (現住所:[退職者の現住所])
(発行者)
[会社の正式名称] 本店:[会社の住所] 代表取締役:[代表者氏名] 担当部署:[人事部/総務部] 担当者:[担当者氏名] 電話:[電話番号]・メール:[メールアドレス]

退職金支給通知書
このたびは、長年にわたり弊社の業務にご尽力いただき、誠にありがとうございました。
下記のとおり、弊社[退職金規程]に基づき、退職金の支給内容をご通知いたしますので、ご確認のほどよろしくお願い申し上げます。

1. 退職者基本情報
	項目
	内容

	氏名
	[退職者氏名]

	社員番号
	[社員番号]

	所属部署(退職時)
	[所属部署]

	入社日
	[YYYY年MM月DD日]

	退職日
	[YYYY年MM月DD日]

	勤続年数
	[○○]年[○]か月(端数切上げ:[○○]年として計算)

	退職事由
	☐ 定年退職 ☐ 会社都合退職 ☐ 自己都合退職 ☐ 死亡退職 ☐ その他([事由])


2. 退職金の計算根拠
弊社退職金規程第[○]条に基づき、次のとおり算定いたしました。
算定方式
基本給連動型(退職金規程第[○]条)
計算式
退職金 = 退職時の基本給 × 勤続年数別支給率 × 退職事由別係数
算定根拠
	項目
	数値

	退職時の基本給(月額)
	金[金額]円

	勤続年数
	[○○]年

	勤続年数別支給率(別表第1)
	[○○].[○]

	退職事由
	[自己都合等]

	退職事由別係数
	0.7


計算過程
退職金 = 金[金額]円 × [○○].[○] × [0.7] = 金[支給額]円
3. 退職金額の内訳
	項目
	金額(円)

	退職金規程に基づく退職金額(税引前)
	[金額]円

	中退共からの支給予定額(該当時)
	[金額]円

	会社からの直接支給額
	[金額]円


4. 税務処理(退職所得控除・源泉徴収)
退職所得控除の計算
	項目
	数値

	勤続年数(端数切上げ)
	[○○]年

	退職所得控除額
	[金額]円


計算式: - 勤続20年以下:40万円 × 勤続年数(最低80万円) - 勤続20年超:800万円 + 70万円 × (勤続年数 - 20年)
本件:[勤続年数に応じた計算過程]
退職所得金額の計算
退職所得金額 = (退職金額 − 退職所得控除額) × 1/2
	項目
	金額

	退職金額
	[金額]円

	退職所得控除額
	[金額]円

	退職所得金額
	[金額]円


源泉徴収税額(申告書提出時)
「退職所得の受給に関する申告書」をご提出の場合、退職所得控除を適用した源泉徴収を行います。
	税目
	金額(円)

	所得税
	[金額]円

	復興特別所得税(2.1%)
	[金額]円

	住民税(10%)
	[金額]円

	源泉徴収税額合計
	[金額]円


差引支給額
	項目
	金額(円)

	退職金額(税引前)
	[金額]円

	源泉徴収税額合計
	△[金額]円

	差引支給額(振込予定額)
	[金額]円


5. 退職所得の受給に関する申告書のご提出について
重要なお願い
退職金の適正な税務処理のため、「退職所得の受給に関する申告書」(所得税法第203条の3)を、退職金支給日までに弊社にご提出ください。
申告書提出による効果
	提出有無
	源泉徴収方法

	提出あり(通常)
	退職所得控除を適用した適正な源泉徴収

	提出なし
	退職金額の20.42%を源泉徴収(後日確定申告で還付可能)


提出方法
· 用紙:国税庁ウェブサイトからダウンロード可能
· 提出先:[人事部/総務部・担当者氏名] 宛
· 提出期限:退職金支給日の前日まで
6. 支給時期・支給方法
	項目
	内容

	支給予定日
	[YYYY年MM月DD日]

	支給方法
	銀行振込

	振込先口座
	[銀行名] [支店名] [口座種別] [口座番号]

	口座名義
	[口座名義]

	振込手数料
	会社負担


7. 関連書類・後続手続
退職金支給に関連して、次の書類を交付・発行いたします。
	書類
	交付時期

	退職所得の源泉徴収票
	退職金支給日から1か月以内(所得税法施行規則第94条)

	退職所得の特別徴収票
	退職金支給日から1か月以内(住民税関係)

	離職票
	ハローワークの手続後(該当時)

	退職証明書
	本人の請求により交付(労働基準法第22条)


8. お問い合わせ先
本通知書に関するご不明点・ご質問は、下記までお問い合わせください。
	項目
	内容

	担当部署
	[人事部/総務部]

	担当者
	[担当者氏名]

	電話
	[電話番号]

	メール
	[メールアドレス]

	受付時間
	[平日 9:00〜17:00]



このたびは、長年にわたり弊社の業務にご尽力いただき、誠にありがとうございました。今後のご活躍を心よりお祈り申し上げます。
[YYYY年MM月DD日]
[会社の正式名称] 代表取締役 [代表者氏名] 印
(電子契約の場合は電子署名)

Part 2:用途別バリアント
2-1:ポイント制版
(計算根拠部分を以下に置換)
算定方式
ポイント制(退職金規程第[○]条)
計算式
退職金 = 累積退職金ポイント × ポイント単価 × 退職事由別係数
算定根拠
	項目
	数値

	累積退職金ポイント
	[○○○]ポイント

	ポイント単価
	金[10,000]円

	退職事由別係数
	0.7


計算過程
退職金 = [○○○]ポイント × 金10,000円 × [0.7] = 金[支給額]円

2-2:別表方式版
(計算根拠部分を以下に置換)
算定方式
別表方式(退職金規程第[○]条・別表第3)
計算根拠
	項目
	内容

	勤続年数
	[○○]年

	退職事由
	[自己都合]

	別表第3記載額
	金[金額]円


計算過程
退職金 = 金[金額]円(別表第3に直接定める額)

2-3:中退共併用版
(退職金額の内訳部分を以下に詳細化)
退職金額の内訳
	項目
	金額(円)
	支給元

	退職金規程に基づく退職金額(満額)
	[金額]円
	-

	中退共からの支給予定額
	[金額]円
	中退共本部(別途振込)

	会社からの直接支給額
	[金額]円
	弊社(本通知書の内容)


中退共支給のお手続
中退共からの支給は、中退共本部から退職者ご本人の口座へ直接振込となります。下記の手続をお願いいたします。
1. 弊社より「退職金共済手帳」を交付
1. 退職者本人が中退共本部に書類を提出(振込先口座等を記載)
1. 中退共本部から退職者口座への振込
詳細は中退共本部(0120-006-967)または中退共ウェブサイト(https://chutaikyo.taisyokukin.go.jp/)をご参照ください。

2-4:死亡退職版(遺族受給人宛)
(宛先・前文・関連事項を以下に変更)
(宛先)
[受給権者氏名] 様 (故[退職者氏名] 様の遺族受給人) 住所:[受給権者の住所]
(前文)
このたびは、貴ご家族様のご逝去に際し、心よりお悔やみ申し上げます。
弊社[退職金規程]に基づき、故[退職者氏名]様に関する退職金につきまして、下記のとおり遺族受給人である貴殿に対し支給させていただきますので、ご通知申し上げます。
遺族受給順位の確認
退職金規程第[○]条に基づき、貴殿は次のとおり受給権者として認定されました。
	項目
	内容

	受給権者氏名
	[受給権者氏名]

	故[退職者氏名]との続柄
	[配偶者/子/父母/その他]

	受給順位
	第[○]順位


死亡退職金の税務上の取扱い
死亡退職金については、税務上の取扱いが通常の退職金と異なります。
	項目
	取扱い

	課税分類
	相続税の課税対象(所得税の対象外)

	みなし相続財産
	死亡退職金は相続税法上のみなし相続財産

	非課税枠
	500万円 × 法定相続人の数(相続税法第12条第1項第6号)


詳細な税務処理については、税理士にご相談ください。

Part 3:退職所得控除・源泉徴収計算ガイド
退職所得控除額の計算
	勤続年数
	控除額

	20年以下
	40万円 × 勤続年数(最低80万円)

	20年超
	800万円 + 70万円 × (勤続年数 - 20年)


計算例
· 勤続10年:40万円 × 10年 = 400万円
· 勤続20年:40万円 × 20年 = 800万円
· 勤続25年:800万円 + 70万円 × 5年 = 1,150万円
· 勤続30年:800万円 + 70万円 × 10年 = 1,500万円
· 勤続35年:800万円 + 70万円 × 15年 = 1,850万円
· 勤続40年:800万円 + 70万円 × 20年 = 2,200万円
退職所得金額の計算
退職所得金額 = (退職金額 − 退職所得控除額) × 1/2
所得税率表(分離課税・退職所得用)
	退職所得金額
	所得税率
	控除額

	195万円以下
	5%
	0円

	195万円超〜330万円以下
	10%
	97,500円

	330万円超〜695万円以下
	20%
	427,500円

	695万円超〜900万円以下
	23%
	636,000円

	900万円超〜1,800万円以下
	33%
	1,536,000円

	1,800万円超〜4,000万円以下
	40%
	2,796,000円

	4,000万円超
	45%
	4,796,000円


計算例:勤続25年・退職金2,000万円(自己都合)
	項目
	金額

	退職金額
	20,000,000円

	退職所得控除(勤続25年)
	11,500,000円

	退職所得金額
	(20,000,000 - 11,500,000) × 1/2 = 4,250,000円

	所得税(20%-427,500円)
	422,500円

	復興特別所得税(2.1%)
	8,873円

	住民税(10%)
	425,000円

	源泉徴収税額合計
	約856,373円

	差引支給額
	約19,143,627円


(計算は概算であり、実際は税理士等のご確認をお願いします)

Part 4:退職所得の受給に関する申告書取扱ガイド
申告書の役割
「退職所得の受給に関する申告書」(所得税法第203条の3)は、退職金の支給時に退職者が会社に提出する税務書類です。
提出有無による差異
	提出有無
	源泉徴収方法
	退職者への影響

	提出あり(通常)
	退職所得控除を適用した適正な源泉徴収
	適切な手取り額

	提出なし
	退職金額の20.42%を一律源泉徴収
	大幅減額・後日確定申告で還付


退職者への案内文例
ご退職に伴う退職金の適正な税務処理のため、「退職所得の受給に関する申告書」を退職金支給日の前日までにご提出いただくようお願い申し上げます。
提出がない場合、退職金額の20.42%が源泉徴収となります(後日、確定申告により還付請求が可能ですが、本人の手間と一時的負担が大きくなります)。
申告書は国税庁ウェブサイトからダウンロード可能です。ご不明点は、人事担当までお問い合わせください。
申告書の保管
· 会社は申告書を退職金支給後7年間保管(所得税法施行規則・電子帳簿保存法に基づく保管要件)
· 電子帳簿保存法対応で電子保管が推奨されます

印紙税に関する注記
退職金支給通知書は、印紙税法上の課税文書に該当しません(不課税)。退職金支給通知書は社内通知書であり、印紙税法別表第一の各号文書のいずれにも該当しないためです。
紙の通知書・電子通知書いずれの形式でも、印紙税は不要です。
関連書類の印紙税
退職金関連書類のうち:
· 退職所得の源泉徴収票:不課税
· 退職所得の特別徴収票:不課税
· 退職所得の受給に関する申告書:不課税
· 退職証明書:不課税
· 離職票:不課税
退職金関連書類は原則として不課税となります。

テンプレート利用上の注意
· 本テンプレートは弁護士監修ですが、個別案件に応じた修正が必要です。重要な退職事務は弁護士・社会保険労務士・税理士にご相談ください。
· 本テンプレートは退職金支給通知書(汎用版・基本給連動型を主構成)+9用途別バリアント(ポイント制/別表方式/中退共併用/中退共のみ/死亡退職/定年退職/自己都合/会社都合)の構成です。
· 退職金支給通知書は法的義務ではありませんが、実務上必須の書面です。計算根拠の透明化・税務処理の明示・後の紛争予防のため、必ず発行することを推奨します。
· Part 1の「2. 退職金の計算根拠」セクションは本テンプレートの核心です。算定方式・計算式・各要素の数値・計算過程を必ず明示してください。退職金規程の該当条項を参照することで、退職者が自分で計算を検証できる透明性を確保します。
· Part 1の「4. 税務処理」セクションで、退職所得控除(勤続20年以下:40万円×年・20年超:800万円+70万円×超過年数)の計算を必ず明示してください。Part 3の詳細ガイドを参照してください。
· Part 1の「5. 退職所得の受給に関する申告書」セクションで、本人に申告書提出を必ず促してください。提出なしの場合の20.42%源泉徴収のリスクを明示してください。
· 中退共併用時(2-3のバリアント)は、中退共からの支給と会社からの直接支給を明確に区別してください。中退共は本部から退職者口座への直接振込となります。
· 死亡退職時(2-4のバリアント)は、遺族受給人宛の通知となります。死亡退職金は相続税の課税対象(みなし相続財産・所得税の対象外)となるため、税務処理が通常と異なります。税理士への相談を強く推奨します。
· 退職所得の源泉徴収票は、退職金支給日から1か月以内に交付する法定義務があります(所得税法施行規則第94条)。本通知書とは別の書類です。
· 退職金支給通知書は印紙税不要(不課税)です。関連書類も不課税です。
· 電子契約サービス活用のメリット:電子帳簿保存法対応・遠隔地退職者対応・タイムスタンプによる証拠力強化・本人受領確認・複数退職者の一括管理・関連書類のセット送付。
· 退職所得の受給に関する申告書は退職金支給後7年間保管が必要です(電子帳簿保存法対応推奨)。
· 本テンプレートの利用により発生した一切の責任について、ムスビサインは負いかねます。最終的な内容確認は利用者の責任で行ってください。税務処理については税理士のご確認を強く推奨します。

なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行に基づき作成しています。法令改正により内容が陳腐化する可能性があるため、最新版の確認をおすすめします。重要な退職事務は、弁護士・社会保険労務士・税理士等の専門家にご相談ください。
